
令和５年（１０～１２月）あさひかわ商工会  

小規模事業者景況調査報告書（第３２号） 

●北海道経済概況の推移（経済産業省北海道経済産業局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

●道北経済概況の推移（財務省北海道財務局旭川財務事務所） 

 令和５年８月 令和５年１１月 

総 括 判 断  緩やかに持ち直している。 持ち直している。 

個 人 消 費  物価高の影響がみられるなか、持ち直し
つつある。 

物価高の影響がみられるなか、緩やかに
持ち直している。 

観 光 緩やかに回復しつつある。 回復しつつある。 

公 共 事 業  前年を下回る。 前年を上回る。 

住 宅 建 設  弱い動きとなっている。 弱い動きとなっている。 

雇 用 情 勢  持ち直しつつある。 持ち直しつつある。 

 

●中小企業景況調査（独立行政法人 中小企業基盤整備機構） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ９月 １２月 

総 括 判 断  緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 

生 産 活 動  弱い動きとなっている 弱い動きとなっている 

個 人 消 費  緩やかに改善している 緩やかに改善している 

観 光 改善している 改善している 

公 共 工 事  減少した 増加した 

住 宅 建 設  弱い動きとなっている 弱い動きとなっている 

民間設備投資  増加している 増加している 

雇 用 動 向  弱含んでいる 弱含んでいる 

企 業 倒 産  件数、負債総額とも増加した 件数、負債総額とも増加した 

１ 

 

２０２３年１０－１２月期の全

産業の業況判断ＤＩは、（前期

▲12.8→）▲18.9（前期差6.1ポ

イント減）となり、２期連続して

低下した。 

産業別にみると、製造業の業況

判断ＤＩは、（前期▲13.5→）

▲16.1（前期差2.6ポイント減）

と、２期連続してマイナス幅が拡

大した。 

また、非製造業の業況判断ＤＩ

は、（前期▲12.1→）▲19.9（前

期差7.8ポイント減）と２期連続

してマイナス幅が拡大した。 



 

●あさひかわ商工会では、地域内小規模事業者の「景況確認」についての調査を令和５年１０月１日～

令和５年１２月３１日までの期間実施し、その概要を以下のとおりまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

売上高 DI ＝ 売上増加企業割合 － 売上減少企業割合 
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業種別売上高ＤＩ値の推移

製造業 建設業 卸小売業 飲食業 生活関連サービス業 その他サービス業

全業種の売上高ＤＩ値は、△3と前回調査より 18ポイント減少した。 

業種別には、製造業が△20 ポイントと前回調査時 20 から 40 ポイント減少した。建設業は、+7 ポイント（24 ポ

イントの減少）、卸小売業は、△8ポイント（21ポイントの減少）、飲食業は、13ポイント（30ポイントの減少）、

生活関連サービス業は、0ポイント（11ポイントの増加）、その他サービス業は、△29ポイント（16ポイントの減

少）となった。 

全業種 DI  △３ 

個人事業所 ３７ 件 

法人事業所  ２０ 件 

合 計 ５７ 件 

 

業 種 件 数 

製造業 ５ 件 

建設業  １５ 件 

卸小売業 １３ 件 

飲食業 ８ 件 

生活関連サービス業 ９ 件 

その他サービス業 ７ 件 

合 計 ５７ 件 

   

32%

33%

35%

全業種の売上高DI値

増加した

同じ

低下した
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中小企業の実態に関する構造分析（小規模企業白書より） 

 
第２部 地域課題を解決し、持続的な発展を遂げる小規模事業者 

第１章 地域の持続的発展を支える事業者（地域課題解決等） 

 近年、財務的リターンと並行

して、ポジティブ測定可能な社

会的及び環境的インパクトを生

み出すことを目的とする、イン

パクト投資が世界や日本におい

て増加している等、社会課題

（以下、「地域課題」という。）

に対する意識・関心が高まって

いる。（第 2-1-1図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 地域課題の解決に取り組む事業者の実施 

 第１節では事業者が地域課題の解決に事業として取り組むこと（以下、「地域課題解決事業」という。）の意義

や現在取り組んでいる事業者の実態について確認していく。 

 

１． 地域課題の解決に向けた取組みの現状 

 ➀自治体から見た、事業者が地域課題解決事業に取り組むことへの期待 

 第 2-1-2図は、地域課題の解決に事業者が取り組むことの必要性について、直近４～５年での自治体の認

識の変化を見たものであ

る。これを見ると、「必要

性がとても高まってい

る」又は「必要性が高ま

っている」と８割以上の

自治体で回答しており、

事業者が地域課題解決に

取り組むことの必要性が

高まっていることが分か

る。 

 

 

５ 



 

第 2-1-3図は、第 2-1-2図において、「必要性がとても高まっている」又は「必要性が高まっている」と回

答した自治体に対して、事

業者が取り組むことの意義

を確認したものである。こ

れを見ると「事業者が持つ

製品・サービス・ノウハウ

により、独自の魅力的な解

決方法が可能だから」の回

答割合が最も高くなってお

り、自治体は、事業者に対

して事業者が持つ製品やサ

ービス、ノウハウを活用し

て、事業者が地域課題の解

決に取り組むことを特に期

待していることが分かる。 

 

 

 ➁金融機関から見た、事業者が地域課題解決事業に取り組む意義 

 第 2-1-4図は、（株）東京商工リサーチが実施した「中小企業が直面する経営課題に関するアンケート調

査」を用いて、事業者が経営課題に関する支援を受ける際に、相談先として利用を検討する支援機関を確認し

たものである。これを見る

と、「金融機関」と回答した割

合が最も高くなっていること

が分かる。このことから、事

業者が抱える様々な経営課題

について、普段からやり取り

のある金融機関を相談相手と

して検討している様子がうか

がえる。こうした状況を踏ま

えて、ここからは、金融機関

における、地域課題解決に取

り組む事業者への認識につい

て確認していく。 

 

 

  第 2-1-5図は、金融機関における、５

年前と比べた地域課題解決事業に対する

支援の優先度の変化を確認したものであ

る。これを見ると、５割以上の金融機関

において、地域課題解決事業に対する支

援の優先度が高まっていることが分か

る。 

 

６ 



 

続いて、第 2-1-6図は、地域

課題解決事業へ実際に資金供給

を実施している金融機関に対し

て、資金供給を実施している理

由を確認したものである。これ

を見ると、「地域の持続可能性を

高める上で必要であるため」の

回答割合が最も高く、次いで

「収益性が見込めるため」とな

っている。このことから、金融

機関にとっては、事業者が地域

課題解決事業に取り組むこと

が、地域の持続可能性を高める

上で重要であると考えていることが分かる。 

 

 続いて、第 2-1-8図は、前

掲の第 2-1-7図（１）におい

て現在取り組んでいると回答

した事業者において、地域課

題解決事業に取り組み始めた

きっかけを確認したものであ

る。これを見ると、「地域の持

続可能性を高める上で必要で

あるため」について、「とても

当てはまる」又は「当てはま

る」と回答した事業者の割合

が約７割と最も高く、次いで

「自社のブランド価値向上に

つながるため」については、

同割合が約６割となっている

ことが分かる。このことか

ら、事業者が地域の持続可能

性を高めるために、地域課題

解決事業に取り組んでいる様子がうかがえる。 

 

ここまで見てきたように、直近４～５年で８割以上の自治体からは事業者が地域課題の解決に取り組むことへの

期待の高まりがうかがえ、金融機関においてもこの分野への支援の優先度が高まっていることが分かった。また、

事業者においても、今後取り組む予定と回答した割合が約５割となっており、この分野への関心が高まっているこ

とが分かった。 

 

 

７ 



 

２． 地域課題の解決に取り組む事業者の収支状況や取組の実態 

 前項では、事業者が地域課題解決に取り組む意義を確認してきた。こうした取組を通じて地域の持続可能性を高め

るためには、事業者が収益を確保しつつ、継続的に地域課題解決事業に取り組むことが必要になってくると考えられ

る。本項では、現在、地域課題解決事業に取り組んでいる事業者について、事業者の実態、取り組んでいる課題の分

野や収支状況等を確認し、収益確保に向けて取り組むべき内容や取組を進める上での課題について確認していく。 

 

➀地域課題の解決に取り組む事業者の実態と課題の分野 

 第 2-1-9図は、経営者の年代別に見

た、地域課題解決事業の取組状況を確認

したものである。これを見ると経営者の

年齢が若いほど、地域課題解決事業に取

り組んでいる割合が高いことが分かる。

このことから、若い世代ほど、地域課題

解決に事業として取り組むことに関心が

高い可能性がうかがえる。 

 

 

 

 

 また、第 2-1-10図は、経営者の年代別に見

た、取り組んでいる地域課題の分野を確認し

たものである。これを見ると「39歳以下」や

「40～49歳」では、「効率的なサービス提供

ニーズの高まり」と回答した事業者の割合が

最も高く、「50～59歳」や「60歳以上」で

は、「設備の維持管理・更新費の増加」と回

答した事業者の割合が最も高い。また、「病

院・買い物等の生活インフラ縮小による住民

の利便性の低下」や「地域住民組織の担い手

不足による互助機能の低下」といった項目

は、経営者の年齢が高くなるほど取り組んで

いると回答した割合が高いことが分かる。こ

のように、経営者の年代に応じて、取り組む

地域課題の分野に差異がある様子がうかがえ

る。 

 

８ 


